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当社グループの掲げるビジョン

ウェルビーイングのスタンダードを創る

私たちが観ている「ウェルビーイング」の世界観の核心は、こうです。

「毎日、楽しくて仕方がない」という気持ちで目が覚める。
信頼できる職場で一日を過ごし、満ち足りた気持ちで家に帰る。
やる気に満ち溢れ、自らだけではなくチームを奮い立たせ、
そして、信じるビジョンを達成する。
こんな職場創りをしたいと考えています。
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企業情報

会社名

本社所在地

設立年月

代表取締役

資本金

事業内容

従業員数

関連会社

株式会社メンタルヘルステクノロジーズ

東京都港区赤坂3-16-11 東海赤坂ビル4階

2011年3月

刀禰 真之介

535,819千円 (2023年3月末時点）

メンタルヘルスソリューション事業

メディカルキャリア支援事業

デジタルマーケティング事業

91名 (連結、取締役、アルバイト等を除く。但し、役員兼務従業員は含む。2023年3月末時点）

株式会社Avenir、株式会社ヘルスケアDX
株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所
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経営メンバー

刀禰 真之介
取締役社長 (代表取締役)

• デロイト・トーマツ・コンサルティング (現：アビームコンサルティング)、
UFJつばさ証券 (現：三菱UFJモルガン・スタンレー証券)、エンジェル
ジャパン・アセットマネジメント、環境エネルギー投資を経て、2011年に
Miew (現：当社)を設立し、代表取締役社長就任 (現任)。2014年にMiew
system service (現：Avenir) 代表取締役社長就任 (現任)。
2022年に株式会社ヘルスケアDX 代表取締役社長就任 (現任)、
株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所 取締役就任 (現任)

• 明治大学政治経済学部卒業。CMA (日本証券アナリスト協会認定アナリスト)
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当社グループの経営体制

100% 100% 100%

2022年12月MHTグループ入り。
東海エリア中心に大手企業
へも産業医サービスを提供

MHTグループの中核子会社。
産業医サービス及び医療職の
転職サポートサービスも提供

2022年9月に新設。
メンタルクリニック運営支援、

パーソナルジムの運営等

株式会社ヘルスケアDXの新規設立、株式会社明照会労働衛生コンサルタント
事務所のM&Aによりグループ経営体制を強化。安定した事業基盤構築を加速

M&A 新規設立

ヘルスケア・メディカル分野向け
デジタルマーケティング事業が祖業。
構築した医師データベースを活用し
グループシナジーの創出を行う他、

クラウドサービス「ELPIS」の開発も手掛ける

東証グロース上場
証券コード：9218
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1. 資本・事業戦略の
アップデート
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上場後の当社グループの資本政策の状況

当社グループが主体となって働きかけ、上場までの道程を支援頂いたVC株主
から上場後の成長戦略を共に歩んで頂ける事業会社株主への移行を推進

# 上位10株主名（2021年12月末時点） 所有割合

1 刀禰真之介 36.34%

2
ファストトラックイニシアティブ
2号投資事業有限責任組合

18.73%

3 株式会社Orchestra Investment 4.39%

4
Skyland Ventures
1号投資事業有限責任組合

4.18%

5 株式会社ベクトル 4.18%

6
INTAGE Open Innovation
投資事業有限責任組合

4.18%

7 株式会社杏林舍 2.09%

8 和田洋 1.78%

9 山田真弘 1.46%

10 Aflac Ventures LLC 1.46%

# 上位10株主名（2022年12月末時点） 所有割合

1 刀禰真之介 33.61%

2
ファストトラックイニシアティブ
2号投資事業有限責任組合

7.29%

3 第一生命保険株式会社 4.90%

4 株式会社Orchestra Investment 4.27%

5
BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC
ISG (FE-AC)

3.50%

6 MSIP CLIENT SECURITIES 3.22%

7 GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 2.79%

8 野村證券株式会社 1.89%

9 原島健輔 1.87%

10 株式会社杏林舍 1.53%

4月12日に
3.19%まで減少
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“事業会社株主との緊密な事業連携等を通じたパートナーシップ”の状況

H.U.グループ・オムロン・第一生命保険と戦略的パートナーシップを構築。
相互のプロダクト/サービスの共同での拡販や共同マーケティング等を推進

H.U.ウェルネスの提供する
健診代行サービス等との連携

オムロンが発起人として設立する
健康経営アライアンス等との連携

第一生命保険の提供する
ヘルスケアアプリ等との連携
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“柔軟なパートナーシップ戦略”の進捗に関するアップデート

第一生命保険
(当社グループ株主)

• 2023年4月より第一生命の法人営業担当者による当社グループのサービス紹介や
企業向けヘルスケアアプリの「QOLism」等との連携に向けた検討を開始

オムロン
(当社グループ株主)

• オムロンが発起人となって設立する「健康経営アライアンス」との連携により、
メンタル不調による休退職等の予防ソリューションの展開等に係る協議を開始

H.U.グループ
(当社グループ株主)

• H.U.グループにおいて健診代行サービス等を展開するH.U.ウェルネスと連携し、
主に単一健保を展開するENT顧客を中心に当社グループのサービス紹介を開始

シグマクシス
(当社グループ株主)

• 当社グループのオペレーションの高度化を企図したコンサルティングの提供や、
シグマクシスのコンサルティング先への当社グループのサービス紹介を開始

フィスメック
(業務提携先)

• 共催ウェビナー施策の検討など共同でのマーケティングの実施等から連携を開始

情報基盤開発
(業務提携先)

• 共催ウェビナー、展示会への共同出展、相互の顧客への共同拡販等連携を開始

ENT & SMB

ENT

ENT

ENT

ENT & SMB

ENT & SMB

2022年3月に上場後、一年間を通じて築いてきた各社とのパートナーシップ
が始動。ENT1)及びSMB2) のいずれにおいても面を拡げるための戦略を推進

1) ENT：Enterpriseの略称。従業員1,000名以上かつメンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円以上 (見込を含む) の顧客 (グループ)
2) SMB：Small and Medium Businessの略称。メンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円未満の顧客
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当社グループの推進するM&A戦略についてのアップデート

メンタルヘルス
ソリューション

(“MHS”)

従業員の心身の健康に資する
産業保健関連サービス

1

メディカル
キャリア支援
(“MCS”)

医師・看護師等向けの
転職サポートサービス

病院・
クリニック
関連サービス

医師・看護師
関連サービス

人事・労務
関連サービス

◼ 医師・看護師の転職サポートサービス等、MCS事業
におけるエージェント人材の拡充等に資する領域

◼ 医師・看護師DB拡充やエージェント人材獲得など

◼ 適性検査サービスや労務関連のBPOサービス等
MHS事業の強化に資する周辺領域

◼ 顧客アカウントの獲得によるクロスセルの推進、
MHS事業との連携による顧客との関係深耕など

メンタルヘルス
関連サービス

◼ 産業医関連サービス・ストレスチェック・
EAPサービス等MHS事業の強化に資する領域

◼ 顧客アカウント・人材獲得による当社グループの
中核事業であるMHS事業の成長加速など

◼ クリニックの運営サポートサービスや業務効率化
に資するサービス等MCS事業の周辺領域

◼ MCS事業にて築いている病院・クリニック等との
関係性を活用したクロスセルの推進など

2

A

B

C

D

M&Aを活用した
非連続な成長戦略

主な重点領域 主なM&A領域のイメージ / 初期的な投資仮説

成長戦略の柱の一つとしてM&Aの活用には積極的。直近一年間で約100件の
M&A案件を検討し、2022年12月には当社グループ初のM&A案件として、
株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所のM&Aを完了

約100件
(直近一年間でのM&A

案件の検討数)
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当社グループの目指す事業展開の方向性に関するイメージ

メンタルヘルス不調の未然防止、不調の早期発見、休職者の職場復帰支援、
広範な健康増進に至るまで一貫したサービス提供体制の構築を目指す

メンタルヘルス
対策の
一次予防

メンタルヘルス
対策の
二次予防

メンタルヘルス
対策の
三次予防

メンタルヘルスに
留まらない
健康増進

メンタルヘルス不調の
未然防止

メンタルヘルスについての正しい
知識の提供やストレスチェックの

実施など

MHTグループの提供サービス例
健康要約チャンネル、ストレス

チェック (提携先含む) 等

メンタルヘルス不調の
早期発見及び対応

産業医・保健師等の産業保健
スタッフの設置、相談窓口の設置

など

MHTグループの提供サービス例
産業医・保健師、

ハラスメントホットライン、
メンタルチェック/アラート等

休職者の職場復帰支援
及び再発防止

リワーク/就労移行支援、休職者の
精神的なフォロー、職場復帰支援

プログラムの実施など

提携先のEAP1)サービス企業等
との連携を通じ拡充する方針

広範な健康増進

健康診断関連業務、健康増進
アプリ、その他日常的な従業員の

健康増進に資する施策など

事業会社株主等との緊密な事業
連携を通じ拡充する方針

事業会社株主との緊密な事業
連携等を通じたパートナーシップ

ストレスチェック・EAP1)等の
周辺領域の企業との業務提携等を通じ

たパートナーシップ成長性の高いメンタルヘルス分野を核に
ヘルスケア関連福利厚生サービスの

リーディングカンパニーへ

1) EAP：”Employee Assistance Program”の頭文字を取ったものであり、「従業員支援プログラム」の総称
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柔軟な”パートナーシップ”の活用により目指す成長のイメージ

国内唯一の
上場メンタルヘルス

テック専業企業

日本初・発グローバル
上場メンタルヘルス

テック企業

1

2 3

4

ストレスチェック・EAP
等の周辺領域の企業との

業務提携等を通じた
パートナーシップ

国内M&Aを通じた
パートナーシップ

想定されるパートナーシップのイメージ

時間

事
業
規
模

現在のMHT
上場直後の

MHT

業務提携・事業連携・M&A等の「4つのパートナーシップ」を柔軟に活用し、
グローバルメンタルヘルステック企業への進化を目指していく方針

パートナー
企業

現在のMHT現在のMHT
(想定よりも順調な進捗)

事業会社株主との緊密な
事業連携等を通じた
パートナーシップ

海外M&Aを通じた
パートナーシップ
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2. 事業環境に係る
アップデート
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日本企業が対応を迫られている主なグローバルトレンドについて

全てが「ホワイト化」していく

企業が対応を求められる“ホワイト化”の例

SDGs

育児・介護 男女格差是正 LGBTQ

メンタルヘルスケア ESG

E S G
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88

23

70

101

26

22

42

258

419

615

平成14年 平成29年 令和2年

国内の精神疾患に係る総患者数の推移

国内の精神疾患 総患者数1)
(万人)

1) 厚生労働省「令和2年 患者調査 (傷病分類編)」(2022年6月30日)参照
2) 気分(感情)障害(躁うつ病を含む)、神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害、その他の精神及び行動の障害

(総人口の約5%)

気分障害／
神経症性
障害、等2)

てんかん

認知症

統合失調症

約1.5倍

2002年から2017年の15年間で258万人から419万人に増加 (約1.6倍)。
2017年から2020年の3年間で615万人 (約1.5倍) に急増しておりコロナ禍での
急激な環境変化が「心の健康」に大きな影響を与えているものと推察

約1.6倍

2002年 2017年 2020年
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健康経営・人的資本経営に係る動向

2023年3月期決算以降、「人的資本」に係る情報開示が義務化。
「健康経営/人的資本経営」は日本企業が避けては通れない一大トレンド

働き方改革 健康経営/
人的資本経営

多種多様な
働き方への対応

従業員の健康の維持
・増進による会社の

生産性向上

DX推進
データ利活用

による生産性の向上

コロナ禍による
社会変革の加速

企業における人事の課題が
顕在化しより明確に

ESG的な観点から
対応が急がれる

人的資本

人的資本への
積極的な投資や
関連情報の開示

約4,000社

2023年3月期決算以降、
「人的資本」に係る情報開示が
義務化される東証の上場会社数
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健康経営・人的資本経営に係る動向 (続き)

「人的資本可視化指針」の主な開示分野のうち、「流動性」「健康・安全」
は当社グループが密接に関わり、企業の取組みをサポートしている領域

主な「人的資本」開示分野 「人的資本」開示事項・内容例

育成 研修時間、研修費用、リーダーシップの育成、スキル向上プログラムの種類・対象 等

エンゲージメント 従業員エンゲージメント

流動性 離職率、新規雇用の総数・比率、採用・離職コスト、人材確保・定着の取組の説明 等

ダイバーシティ 属性別の従業員・経営層の比率、男女間の給与の差、育児休業後の復職率・定着率 等

健康・安全
労働災害の発生件数・割合・死亡数等、医療・ヘルスケアサービスの利用促進、
医療・安全関連取組等の説明、安全衛生に関する研修を受講した従業員の割合 等

コンプライアンス・
労働慣行

深刻な人権問題の件数、業務停止件数、児童労働・強制労働に関する説明 等

出所) 内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局 (令和4年8月30日) 「人的資本可視化指針」
(https://www.cas.go.jp/jp/houdou/pdf/20220830shiryou1.pdf）を参考に当社グループ作成

当社グループが
密接に関わる領域

「人的資本可視化指針」にて言及された「人的資本」開示事項・内容例
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健康経営優良法人の認定社数の推移

大規模法人部門 中小規模法人部門

健康経営優良法人の認定社数の推移 (令和4年3月時点)

認定法人で働く従業員数は770万人 (日本の被雇用者の13%) まで拡大

397 
816 

2,899 

6,095 

9,403 

12,849 

318 
775 

2,501 

4,811 

7,934 

12,255 

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

申請数 認定法人数

493 
573 

726 

1,239 

1,800 

2,328 
2,523 

2,869 

235 

539 

813 

1,473 

1,801 

2,299 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

健康経営度調査回答数 健康経営優良法人（大規模）認定数

回答数：+346
認定数：+498

申請数：約1.3倍
認定数：約1.5倍

日経平均株価を構成する
225社の84%が回答

出所) 第3回健康・医療新産業協議会 (2022年6月8日) 「資料5 事務局 (経済産業省) 説明資料 ～未来の健康づくりに向けた取組の方向性～」
(https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/kenko_iryo/pdf/003_05_00.pdf）を参考に当社グループ作成

「従業員の健康保持・増進の取組が将来的に収益性等を高める」といった
健康経営への認知拡大を背景に「健康経営アライアンス」の取組みも開始。
アライアンスを通じて当社グループは「心の健康増進」を中心に貢献を志向

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
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(ご参考) 予防で社員の健康増進をめざす「健康経営アライアンス」が発足

“健康経営の型づくりと成果創出に資するソリューションの共創及び産業界への実装”を目的
とし、健康経営を実践する企業とソリューションを提供する企業の叡智を集結させ、各社の
健康経営に関する製品・サービスをアライアンス内で開発・実証

成功事例をモデル・標準化し、アライアンス外の企業にも広く展開し、実装

No one left behind
誰も見捨てない

Return on Investment
高い費用対効果

PDCA High Cycle
高速で新たな知見を生み出す

70歳定年時代を迎えるにあたり、日本の産業界が向き合うべき課題

生活習慣病由来の重症疾患と
メンタル不調による休退職といった

ハイリスク者へ
ソリューションを提供し、

社員の健康と組織の生産性を向上

参加企業の人事部門・
健康保険組合は、データ利活用に必要な
知識やノウハウを習熟し、その価値を
最大限に引き出す施策を立案・実行

健康経営アライアンス参画企業への
製品・サービス提供と
その効果検証を通じて、

実効性の高いソリューションを確立

社員の健康増進 健保財政の健全化 医療費抑制への貢献

健康経営アライアンス
～新しい健康経営®の普及と健康保険組合の健全化を目指す～

企業健保の持続可能性人的資本による価値創出
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(ご参考) メンタルヘルス分野の専門企業として「健康経営アライアンス」へ参画

メンタルヘルス分野の専門企業として「健康経営アライアンス」旗揚げ当初より
参画するとともに、同アライアンスの発起人であり企画運営を担う代表幹事会社の
1社であるオムロン株式会社と戦略的パートナーシップを締結

柔軟な”パートナーシップ”を通じて健康経営や人的資本経営等の概念に包含される職場環境の改善に
パートナー企業と共に真摯に取り組み『国内唯一の上場メンタルヘルステック企業』から

『日本初・発グローバル上場メンタルヘルステック企業』を目指し成長を加速

戦略的
パートナーシップ

オムロン
株式会社

健康経営
アライアンス味の素㈱

SCSK㈱

オムロン㈱

キリン
ホールディングス㈱

㈱島津製作所

㈱JMDC日本生命保険
相互会社

㈱三井住友銀行

SMBC日興証券㈱ KOA㈱

住友ファーマ㈱

TDK㈱

野村證券㈱

㈱野村総合研究所

㈱みずほ
フィナンシャルグループ

㈱ミツバ

㈱三菱総合研究所 ㈱三菱UFJ銀行
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3. 当社グループの
ビジネスモデル
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<各種課題→目指すべき姿>

➢ 職場環境の改善・メンタルヘルス対策

→ 休職率・離職率の低減

→ 人材の定着率アップ

➢ 産業保健体制の効率化

→ 産業医・産業保健師業務の見える化

→ クラウドサービスを活用したDX推進

(例：健診データの管理における、

紙からデジタルデータへの移行)

➢ 人事・労務部門の負担軽減

→ 産業医の退職時等の円滑な引継ぎ・

持続可能な産業保健体制の整備

→ 健診の受診案内・予約状況の確認等

の弊社グループスタッフでの代替

(BPOサポート)

当社グループのビジネスモデルについて

業界・業種・規模を問わず培ってきた豊富な専門性を活かし顧客企業の
「健康経営」や「人的資本経営」を推進するためのコンサルティングを
クラウドサービスと共に提供

業界・業種・規模を問わず、
約1,600社にサービスを
提供してきた導入実績

顧客企業の目指す「健康経営」
「人的資本経営」の実現に向けて
産業医・産業保健師・クラウド

サービスをワンストップで提供可能

クライアント企業

当社グループのコンサルチームと
産業医・産業保健師が密に連携し
顧客企業の課題解決に向けた

コンサルティングサービスを提供

産業医・産業保健師の
月額顧問料及び

クラウドサービス利用料
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当社グループが提供するコンサルティング・アプローチのイメージ

顧客企業の職場環境改善等を通じて従業員が働きやすい環境作りに情熱を
有する産業医・産業保健師と共に戦略策定から運用開始・モニタリング・
高度化に至るまでワンストップでコンサルティングサービスを提供

戦略策定

✓各企業の目指す「健康経営」
「人的資本経営」のイメージ
の具体化をサポート

✓職場環境の改善 / メンタル
ヘルス対策の推進における
産業保健の役割を見える化

産業保健体制構築

✓顧客企業の意向に寄り添った
産業医・産業保健師を設定

✓コンサルチーム / CSチーム
による顧客企業の人事・労務
担当者のサポート体制構築

運用開始・モニタリング・高度化

✓産業医・産業保健師・
コンサルチームが人事・労務
担当者とアクティブに会話

✓顧客企業の職場環境の改善に
向けて課題を抽出しクラウド
サービスの提案等を実施

総合性

業界・業種・規模問わず多様な企業の
職場環境改善、メンタルヘルス対策の実行

支援を通じて培ってきたノウハウ

及び

産業医・産業保健師に加えてクラウド
サービスも一貫して提供可能な

ワンストップ体制

協働性

自社独自のサービス提案に固執する
ことなく、戦略的なパートナーシップを

柔軟に活用することで顧客企業にとっての
付加価値最大化を志向

従業員向けの福利厚生の充実では
第一生命保険との連携、健診周りの業務

効率化においてはH.U.ウェルネスと
連携するなど、パートナー企業と

一体となって顧客企業の「健康経営」
「人的資本経営」推進を強力サポート

唯一性

産業医・産業保健師に代表される

医療職を組織化

日本全国に多数の事業場を有する

大手企業の産業保健体制の一括での

統一ニーズ等にも対応可能

本邦唯一のメンタルヘルス領域に

特化した上場企業
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2023年12月期第1四半期
ENT2)平均契約単価

(除く明照会労働衛生
コンサルタント事務所)

69.9万円/月

産業医クラウド（本社以外）

当社グループサービスの導入ステップ及び契約単価の伸長イメージ

当社グループサービスの導入ステップと契約単価の伸長イメージ1)

1) 従業員数10,000名のケースでの当社グループサービスの導入ステップと契約単価の伸長イメージを図示
2) ENT：Enterpriseの略称。従業員1,000名以上かつメンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円以上 (見込を含む) の顧客 (グループ)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

導入初期 運用開始期 拡大期／安定運用期

経過期間（ヶ月）

導入ステップ

10~50万円/月

実施内容

提供
サービス

• 課題解決の実行
• コスト最適化

• 課題解決の洗い出し
• コスト最適化の提案

• グループ全体の課題解決の実行

産業医クラウド（本社）

ELPISシリーズ（一部導入） ELPISシリーズ（基幹サービス全導入）

50~200万円/月

300~500万円/月

特に大手企業では、当社グループサービス導入後の段階的な導入事業場の
拡大及び利用するサービスの増加による、売上拡大ポテンシャルは大きい
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「産業医クラウド」の導入イメージ

「産業医クラウド」は産業医等による役務提供とクラウドサービスで構成。
顧客企業の抱える課題に応じて、必要なサービスを必要なコストで導入可能

人事・労務
BPO

産業医

保健師

必要なクラウドを必要な分だけ組み合わせ可能



26Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.

4. 2023年12月期
第1四半期決算概要
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2023年12月期第1四半期連結決算サマリー

2022年12月期
第1四半期実績

2023年12月期
第1四半期実績

2023年12月期
通期業績予想

対前年同期
増減率

通期業績予想
進捗率

売上高 573百万円 691百万円 2,775百万円 +20.5% 24.9%

営業利益
(利益率%)

167百万円

(29.2%)

137百万円

(19.8%)

500百万円

(18.0%)
-18.1% 27.4%

親会社株主に帰属
する四半期純利益
(利益率%)

122百万円

(21.3%)

97百万円

(14.1%)

351百万円

(12.7%)
-20.2% 27.7%

2023年12月期第1四半期の売上高は対前年同期比で+20.5%で順調に推移する
一方、営業利益はMCS1)事業における新型コロナ関連売上の漸減に伴い減少。
戦略的パートナーシップも本格始動しMHS2)事業は安定成長

1) MCS事業：メディカルキャリア支援事業の略称
2) MHS事業：メンタルヘルスソリューション事業の略称
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2023年12月期第1四半期連結決算ハイライト

2023年12月期
第1四半期業績

2023年12月期
通期業績予想

• 2023年12月期第1四半期は昨年に引き続き新型コロナウイルスのワクチン接種に
関する人材紹介手数料等を計上した。第2四半期以降は新型コロナ関連の売上は
漸減を見込む一方、人員リソースを通常案件に振り向けることで環境変化に対応

• MHS事業では戦略的パートナーシップが本格始動。第一生命保険・オムロン・
H.U.グループを中心としたパートナーシップにより当社グループサービスの導入
が加速。ブランド力向上に伴う問合せの増加など副次的な効果あり

• 2022年後半以降、不安定なマクロ環境や新型コロナウイルスの影響等により
各事業において商談・受注活動の後ずれが発生していたが経済活動の正常化に
伴い第1四半期は回復の兆し

• 当社グループが主体となって働きかけ、上場までの道程を支援頂いたVC株主
から上場後の成長戦略を共に歩んで頂ける事業会社株主への移行を推進。
新たな株主と共に更なる成長加速に向けた多面的な取組みを開始

• 2023年3月期決算以降、「人的資本」に係る情報開示が義務化。
「人的資本可視化指針」の主な開示分野のうち、「流動性」「健康・安全」は
当社グループ事業に密接に関わることから今後の成長加速に寄与し得る領域

• 「健康経営/人的資本経営」は日本企業が避けては通れない一大トレンドである
と理解。当社グループは「健康経営/人的資本経営」の推進を包括的にサポート
するために人事・組織関連のコンサルティング力向上に一層力を入れていく方針
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除く明照会労働衛生コンサルタント事務所数値

2023年12月期第1四半期サマリー（※ KPIは明照会労働衛生コンサルタント事務所の数値を除く）

1) ENT：Enterpriseの略称。従業員1,000名以上かつメンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円以上 (見込を含む) の顧客 (グループ)
2) SMB：Small and Medium Businessの略称。メンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円未満の顧客
3) KPI：Key Performance Indicatorの略称。経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標
4) MRR：Monthly Recurring Revenueの略称。毎月発生する月額料金のみを集計しており、単発的に発生する収益は対象外。

四半期毎 (3月/6月/9月/12月) の各末日時点における単月集計
5) 契約社数：四半期毎 (3月/6月/9月/12月) の各末日時点における集計
6) 契約単価：ENT及びSMBの売上高 (スポットで発生した一過性の収益は除く) を契約件数で除して算出。四半期毎 (3月/6月/9月/12月) の各末日時点における集計
7) 企業規模別売上総利益率：売上総利益を売上高で除して算出(3か月ごとの四半期ベースで集計）
8) 解約率：Customer Churn Rate。2023年1-3月の各月の解約率を単純平均して算出
9) NRR：Net Revenue Retentionの略称。「産業医クラウド」サービスにおける「売上継続率」を意味する。2023年3月末時点において、12カ月前に契約があった

グループについての3月末時点MRRを12カ月前の3月末時点MRRで除して算出

売上高
2023年第1四半期実績(前年同期比増減率)

業績

137百万円 (19.8%)

691百万円 (+20.5%) 501百万円 (+46.3%)

メンタルヘルスソリューション事業全社

SMB2)ENT1)

営業利益
2023年第1四半期実績(営業利益率)

契約グループ/社数5)

2023年第1四半期実績

企業規模別売上総利益率7)

2023年第1四半期実績

KPI3)

月次平均解約率8)

2023年第1四半期実績

NRR9)

2023年第1四半期実績

112グループ 1,329社

50.5%

699千円

47.8%

52千円

123.5%

0.0% 0.3%

契約単価6)

2023年第1四半期実績

MRR4)

2023年第1四半期実績
75百万円 59百万円
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75 

81 

112 

142 
59 

64 

1,329 

1,481 

ENT2)－契約グループ数/MRR
(グループ, 百万円）

明照会労働衛生コンサルタント事務所考慮後のKPIの状況（※ 単純合算ベース）

明照会労働衛生コンサルタント事務所 (“明照会”) のM&Aにより、SMB1)・
ENT2)共に事業基盤が拡大。明照会の平均契約単価の拡大余地は大きい

SMB1)－契約社数/MRR
(社, 百万円）

明照会考慮後2023年12月期第1四半期の契約社数及びMRRは
1,481社/64百万円。明照会考慮前に比して+152社/+5百万円。

明照会の平均契約単価は約36千円と拡大余地あり

明照会考慮後2023年12月期第1四半期の契約グループ数及びMRR
は142グループ/81百万円。明照会考慮前に比して+30グループ/
+6百万円。明照会の平均契約単価は約220千円と拡大余地あり

1) SMB：Small and Medium Businessの略称。メンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円未満の顧客
2) ENT：Enterpriseの略称。従業員1,000名以上かつメンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円以上 (見込を含む) の顧客 (グループ)

明照会
考慮前

明照会
考慮後

明照会
考慮前

明照会
考慮後

明照会
考慮前

明照会
考慮後

明照会
考慮前

明照会
考慮後
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738 
1,089 

1,519 

2,307 

501 

120 

247 

698 

400 

169 

88 

116 

70 

68 

21 

947 

1,453 

2,287 

2,775 

691 

第1四半期は各セグメント順調な立ち上がり。MCS事業は昨年に引き続き
新型コロナ関連売上を計上したものの、第2四半期以降は漸減を見込む。
MHS事業では年央から後半にかけての契約開始先が積み上がりつつある状況

セグメント別売上高推移

セグメント別連結売上高推移 (百万円)

2020年12月期
(実績)

メディカルキャリア支援事業 (“MCS”事業)

デジタルマーケティング事業 (“DM”事業)

メンタルヘルスソリューション事業
(“MHS”事業)

2023年12月期
第1四半期

(実績)

通期予想
達成率%

24.9%
(全体)

31.2%

42.3%

21.7%

2021年12月期
(実績)

+54%

2022年12月期
(実績)

2023年12月期
(計画)

+57%

+21%
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2023年12月期
第1四半期

(実績)

メディカルキャリア支援事業に係る売上高の分解について

2023年第1四半期は引き続き新型コロナ関連売上を計上。第2四半期以降は、
計画策定時の想定通り新型コロナ関連売上の漸減を見据えながら通常案件に
重点的に人員を振り向けることで引き続き事業環境の変化に対応

• 2023年12月期第1四半期も
前年に引き続き新型コロナ
ウイルスのワクチン接種に
係る人材紹介手数料を計上

• 通期予想に比して
新型コロナ関連は約63%、
通常案件は約22%の進捗率

• 新型コロナ関連売上は漸減
することを念頭に、人員を
通常案件に振り向けること
で通期計画の達成に向けた
活動を行っていく方針

• 2023年12月期通期予想は、
新型コロナ関連売上の減少
を勘案の上策定しており、
第1四半期は想定通りの進捗

メディカルキャリア支援事業に係る売上高の分解 (百万円)

2022年12月期
第1四半期

(実績)

通常案件

新型コロナ
関連

174 
125 

200 

36 

43 

200 

210 

169 

400 

2023年12月期
通期予想

(計画)

約63%

(進捗率)

約22%

(進捗率)



33Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.

26 

42 

21 

29 
6 

7 

4 

13 

57 

91 

連結ベースの従業員数の推移

• 2022年第1四半期末時点
から2023年第1四半期末に
かけて34名の従業員が増加

• 株式会社明照会労働衛生
コンサルタント事務所の
グループ入りに伴う
従業員数の増加も含む

• ENT1)向けアップセル2)を
手掛けるカスタマー
サクセス及びコンサルティ
ングチームの陣容を強化

• 引き続き成長加速に資する
採用活動は継続するものの、
業績とのバランスを勘案

• 戦略的パートナーシップを
効果的に活用し内部資源
のみに頼らない成長を志向

連結ベースでの従業員数の推移(取締役、アルバイト等を除く。但し、役員兼務従業員は含む。）

カスタマーサクセス (MHS事業)

営業チーム (MHS事業)

その他 (MCS事業部、DM事業部、明照会、コーポレート本部等)

2022年12月期
第1四半期

コンサルティングチーム (MHS事業)

+34名

1) ENT：Enterpriseの略称。従業員1,000名以上かつメンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円以上 (見込を含む) の顧客 (グループ)
2) アップセル：既存の顧客に対して新規のサービスの提案や、既存のサービスの中でより単価の高いプランのご提案などを行うこと

2023年12月期
第1四半期

年間を通じて従業員を継続的に拡大。2022年3月の上場以降、中途採用の
応募者数も増加。業績とのバランスは取りながらも採用を継続する方針
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ENT2)－契約グループ数/契約単価
(グループ, 千円）

583 

699 
100 

112 

契約グループ/社数及び契約単価の推移（※ 明照会労働衛生コンサルタント事務所の数値を除く）

第1四半期は厳しい事業環境からの夜明けが見えてきた印象。2022年に実施
した追加のマーケティング施策や戦略的パートナーシップの効果の顕現開始

SMB1)－契約社数/契約単価
(社, 千円）

契約件数の増加に注力し、2022年12月期第1四半期に比して
2023年12月第1四半期はYoYで+281/+26.8%の増加で着地。
引き続きWebや提携先からの流入を契約に繋げる動きに注力

2022年後半から戦略的パートナーシップ効果も徐々に顕現し
契約グループ数・契約単価は共に2022年12月期第1四半期比

堅調に増加。第2四半期は更なる伸長見込む

1,048 

1,329 

53 52 

+281社 -1千円
+12

グループ
+116千円

1) SMB：Small and Medium Businessの略称。メンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円未満の顧客
2) ENT：Enterpriseの略称。従業員1,000名以上かつメンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円以上 (見込を含む) の顧客 (グループ)

2022年12月期
第1四半期

2023年12月期
第1四半期

2022年12月期
第1四半期

2023年12月期
第1四半期

2022年12月期
第1四半期

2023年12月期
第1四半期

2022年12月期
第1四半期

2023年12月期
第1四半期
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2022年後半はマクロ環境の不透明さから先延ばしになっていた契約が徐々に
開始。今期は特にENT2)を中心にモメンタムの回復が鮮明になっている印象

主要事業のKPI（※ 明照会労働衛生コンサルタント事務所の数値を除く）

メンタルヘルスソリューション事業 四半期別 MRR3)推移 (百万円)

1) SMB：Small and Medium Businessの略称。メンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円未満の顧客
2) ENT：Enterpriseの略称。従業員1,000名以上かつメンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円以上 (見込を含む) の顧客 (グループ)
3) MRR：Monthly Recurring Revenueの略称。毎月発生する月額料金のみを集計しており、単発的に発生する収益は対象外。

四半期毎 (3月/6月/9月/12月) の各末日時点における単月集計

2019年12月期 2020年12月期 2021年12月期

13 14 17 19 21 29 30 34 41 42 44 51 56 60 65 68 75 

19 22 23 25 27 
31 31 33 

35 41 44 
46 

48 
54 

55 57 
59 

32 36 40 44 48 
60 61 

67 
76 

83 88 
97 

104 
114 

120 
125 

134 

2022年12月期

ENT向け
売上構成比 56%

(2023年12月期第1四半期末時点)

150.4%
165.3% 154.8% 154.9% 160.0%

139.4% 142.8% 144.4% 136.2% 137.9% 136.6% 128.4% 128.9%対前年同四半期比
Total MRR3)増減率

SMB

ENT

1)

2)

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

2023年
12月期
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主要事業のKPI（※ 明照会労働衛生コンサルタント事務所の数値を除く）

契約単価
(千円/社)

メンタルヘルスソリューション事業 ENT1)向け契約グループ数/契約単価推移 (月当たり)

契約社数
(グループ)

1) ENT：Enterpriseの略称。従業員1,000名以上かつメンタルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円以上 (見込を含む) の顧客 (グループ)
2) 契約グループ数：四半期毎 (3月/6月/9月/12月) の各末日時点における集計
3) 契約単価：ENTの売上高 (スポットで発生した一過性の収益は除く) を契約件数で除して算出。四半期毎 (3月/6月/9月/12月) の各末日時点における集計

33 
41 46 49 

60 66 73 76 
84 86 90 96 100 103 105 108 112 

404 364 377 417 
369 

451 431 
484 506 522 506 

556 583 605 641 662 699 

第1四半期は契約グループ数・契約単価共に順調な立ち上がり。第一生命保険
やH.U.ウェルネス等との戦略的パートナーシップ構築も奏功し引き合い増加

2019年12月期 2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

2023年
12月期
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Appendix A
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人的投資の事業への効果に関するリサーチについて

人的投資の強化はスキル向上・人材配置の最適化・エンゲージメントの向上を通じて収益の
増大やコスト削減等に繋がると提唱されている。当社グループは「社員の健康増進」の実現
に軸足を置きながら人事・組織関連のコンサルティング力向上に一層力を入れていく方針

政
府

人材育成・
能力開発

◼ 専門的、多様な人材の採用
◼ 労働移動の円滑化

外部人材の
採用

◼ 人的資本の可視化・開示
◼ 社内起業など活躍の場づくり

人材マネジメント
の強化

◼ 多様な働き方労働時間削減
◼ 就労環境整備（効率、安全）

社員の
健康増進

◼ 若手・専門人材の待遇改善
◼ 成果連動の強化

報酬見直し

出所：日本政策投資銀行資料を基に当社グループ作成

人的投資と設備投資・研究開発投資の補完関係

設備投資・
R＆Dと

補完的関係

スキル向上

人材配置の
最適化

エンゲージ
メントの向上

新事業・新製品
（売上、利益UP）

コスト・リスクの
削減
（売上、利益UP）

労働生産性UP
（①と②から）

◼ OJT、Off-JT、自己啓発
家
計

企
業

資金、余暇制約
を緩和

評価システム
構築などで

企業と家計の
マッチング改善

人的投資
インセンティブの

低下を緩和

人的投資の活発化 人的投資の活発化 人的効果 事業への効果

1

2

3

産業医・産業保健師と共に企業の伴走者
として社員の健康増進に留まらない
サポートを提供可能な体制へと進化

現在の当社グループの
注力領域
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Appendix B
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メンタルヘルスケアの基礎理解

厚生労働省は、メンタルヘルスケア の手法として通称「4つのケア」を推奨

計画導入/PDCAが推奨されているものの、実現できている企業は限られる

セルフケア ラインによるケア 事業場内 産業保健
スタッフ等によるケア

事業場外資源
によるケア
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ELPISシリーズ (抜粋)

ケアーズLite: 専門医への健康ホットライン

相談よりも専門的な情報の提供

• 専門医に直接相談ができる

• 相談内容が残るので、後から見返すことができる

• 従業員様だけでなく、その家族様も利用することができる

• 会社に相談内容が漏れる事無く、相談できる

• 医師によるカウンセリングが「場所・時間」を選ばず相談できる
専門医にメール相談
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ELPISシリーズ (抜粋)

ハラスメントホットライン: 社労士への直接相談

社内のハラスメントに関して、直接社労士に相談

• 場所と時間を選ばない

• 24時間以内に社労士からメール返信

• 情報の公開範囲を自身で設定できる

• 自身で名前、会社の公開・非公開を選択して相談できる

• 会社には“まだ”伝えたくないような相談レベルのことも気軽に相談できる

• ハラスメント問題を専門分野とする社労士に相談できる

• 多様化するハラスメントに知見があるプロが回答

• 契約完了後、利用者数をカウントするための企業IDを即日発行。
企業は従業員にそのIDを配布するだけ

労務専門の
社労士への
相談窓口
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ELPISシリーズ (抜粋)

ストレスチェック: 何人でも無料でストレスチェックを実施

利用者が1人でも1万人でも無料でチェックツールを提供。
人数の増減申請も必要なく好きなだけ利用可能

• web版のみ

• 厚生労働省57問に準拠

• 部署毎のストレス度合いを表示

• 採用タイミングでストレス耐性を知りたい/既存社員のストレス耐性を
知りたい企業には、有償のメンタルチェックを提供
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ELPISシリーズ (抜粋)

メンタルクラウド: いつでも、どこでも気軽に精神科兼産業医に相談

一般企業で就労経験のある産業医かつ専門領域が精神科
の医師が、オンラインで従業員の都合に合わせて面談

こんな時におススメ

• 精神科医の先生に相談したいけど、信頼できる精神科医が近くに見つからない

• 女性社員が多く、女性医師に面談を希望されている

• 日中ではなく、平日夜や土日対応の希望者がいる

• 自社に選任済みの産業はいるものの、拠点が遠く相談できない

• 産業医の選任義務はないが、何かあった時のために産業医の先生に相談できる
体制を整えたい
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ELPISシリーズ (抜粋)

健康要約チャンネル: 予防医学に関する動画配信

10分程度のアニメーションでコンパクトにまとまった
最新の予防医学に関するコンテンツを定期配信

• 当社グループの従業員の産業医が監修。

制作はYouTuber「本要約チャネル」のタケミ氏&リョウ氏が担当

• 従業員の関心を喚起/維持させながらヘルスリテラシーの向上を図る

• 月1本の頻度で配信
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ELPISシリーズ (抜粋)

健診クラウド: 健診結果+就業判定を一元管理

健康診断の受診状況・健診結果の分析が組織全体・個人
で見える化。さらに就業安定まで実施

• 健診受診後、蔑ろにしがちな管理が容易

• 結果分析、就業判定で社員に対して健康対策が可能

• 健診受診～労基署への報告書の提出までの一連の流れの作業工数削減が可能
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免責事項

本資料は、情報提供のみを目的とし当社が作成したものであり、記載されたいかなる情報も、当社株式の購入や売却を勧誘す
るものではありません。

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当社グループが現時点で入手可能な情報を基に
した予想値です。さらに、こうした記述は、将来の結果を保証するものではなく、市場環境や事業の進展などの不確実な要因
の影響を受けます。実際の結果は環境の変化などにより、将来の見通しと大きく異なる可能性があります。

本資料に含まれる当社グループ以外に関する情報は、公開情報等から引用しております。これらの情報の正確性、適切性等に
ついて当社は独自の検証を行っておらず、これに関し何ら表明も保証もいたしません。
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